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日本のAI政策に関するビジョン

AIイノベーションインフラストラクチャへの投資
研究開発及びAIインフラストラクチャへの投資
イノベーションを支える政策及び法的枠組み

AI-Readyな労働力の構築
AI時代のためのスキリングプログラムの現代化
移行に際しての労働者の支援 
 日本のAI人材の強力なプールの整備 
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AIへのアクセシビリティ及び導入の最大化
政府によるAIの導入
伝統産業及び小規模企業によるAI利用の支援 
規制及び基準の有効化 
AIの未来に向けて 



私たちは、日本におけるAI（人工知能）の発展における重
要な瞬間に立ち会っています。日本は、生産性の向上、経
済成長の推進、そして社会的課題への取組のためにAIの
ポテンシャルを引き出すべく、確実に歩みを進めています。
国際舞台においては、日本は、G7高度なAIシステムを開発
する組織向けの広島プロセス国際行動規範の策定を通じ
て、AIの安全性の推進における指導的な役割を果たしてき
ました。今、あらゆるステークホルダーには、日本のために
AIの様々なポテンシャルを実現するために必要なさらな
る一歩を踏み出すことを目指して、この進展を基盤とし、ま
た、包括的なAIのオポチュニティーアジェンダに連携して
協力する機会があります。

最大限に活用されれば、AIは、革新的な経済的・社会的発
展の時代の始まりを呼び起こすことができます。ある研究
は、生成AIは、2023年の日本のGDPの5分の1を超える額
に匹敵する148.7兆円(1.1兆米ドル)の生産キャパシティを
引き出すことができると予測しています。日本において、AI
はすでに、労働力不足への対応や経済のデジタル化推進、
日本人の健康及び福祉の改善、優良な文化的生産物の制
作、及び自然災害に対する国土の強靱化のために利用さ
れています。

デジタル化及びAIは、日本がより生産的、精力的、そして競
争的な経済になるための移行を支えるにあたって重要な
役割を果たします。AIの影響は、製造業や建設業のように、
労働力不足がより深刻なセクターにおいてより大きくなり
得ます。トヨタは、Google Cloudのプロダクトを活用し、そ
の製造現場における｢AIプラットフォーム｣を開発しました。
これは、目視で行う検査にAIを活用するモデルの作成に役
立ち、現場での効率性を改善します。

AIは、医薬、看護、教育及び保育分野における新たな発見
及び応用を可能にします。大阪大学及びGoogleは、写真
に基づいて皮膚状態の検出を支援するAIベースのツール
において提携しています。大阪大学大学院医学系研究科
の藤本学教授は、｢私たちは、このように革新的な技術にチ
ャレンジしながら、皮膚疾患に悩む方々の生活の質の向上
に貢献していきたいと考えています。｣と述べています。これ
は、AIがすでに健康状態の改善に役立っている数多くの方
法のうちの一つに過ぎません。

AIは気候変動への対応において重要な役割を有していま
す。これには、「ネットゼロ・エミッション」への移行の推進、
及び日本の自然災害に対する国土の強靱化を含む、気候
変動の影響への取り組みの双方が含まれます。日本のエ
ネルギー会社であるSumitomo SHI FWは、発電所におけ
るエネルギー効率を最大化するAIソリューションの開発の
ため、フィンランドの公共事業会社であるVantaa Energy
と提携しています。

日本には、AIの開発と実装の両面において世界的なリー
ダーとなる、AIの次のステージのための重要な機会があり
ます。日本には、豊富なAI人材と技術的な強みとともに、AI
をより深く実装するための産業上の強み(製造、ロボット工
学、エネルギー、生物薬剤学、ポップカルチャー等)が多く存
在します。政府、産業界及び市民社会をまたいだ強固な戦
略を持つことは、このようなリーダーとしての地位を築き、
また、日本の国際的な競争力を向上させ、主要な社会的課
題に対応するためにAIを利用するための鍵となります。私
たちは、日本はすでにこれらの領域において重要な一歩を
踏み出していると認識しつつ、以下を提案します。
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エグゼクティブサマリー

	• イノベーションインフラストラクチャへの投資 
－AIの研究及び開発、デジタルインフラストラ
クチャ及び計算能力、アイデアやデータを新
たな発見、製品、そしてサービスへと転換する
ことを可能にする政策に投資することで、この
技術の重要性を捉えること。 

	• AIによってエンパワーされた(能力を与えられ
た)労働力の構築－学生から労働者、また、小
規模企業から伝統産業に至るまで、人々がAI
を利用でき、恩恵を受けられることを確保す
るために人に投資すること 

	• 幅広い導入及びユニバーサルなアクセシビ
リティの推進－健全なAIエコシステムを支え
る規制枠組みを採用する一方で、主要な社会
的・経済的課題に取組み、AIの恩恵が広く 共
有されるよう、AIを政府及び産業界全体で 
活用すること。

エグゼクティブサマリー

https://cdn.accesspartnership.com/wp-content/uploads/2023/06/Economic-Impact-of-Generative-AI-The-future-of-work-in-Japan.pdf?hsCtaTracking=f1f1003a-b089-4dce-9fed-62e93c19beaa%7Cd1e1793d-27a9-48f2-b167-8b5a2a295a4d
https://cloud.google.com/blog/ja/topics/customers/toyota-develops-and-operates-its-ai-platform-in-a-hybrid-cloud?e=48754805&hl=ja
https://blog.google/intl/ja-jp/company-news/technology/skin-condition-detection/
https://www.shi-fw.com/insights/news-and-updates/sumitomo-shi-fw-and-vantaa-energy-reduce-environmental-impact-of-energy-production-with-the-help-of-artificial-intelligence/
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はじめに

はじめに

技術発展の初期段階での政府、産業界及び市民社会によ
る選択は、技術発展が大規模に採用され、全ての人に機
会を与えることとなるかを左右します。

AIは、人類が取り扱うほぼ全ての領域において、人々を支
援し、補完し、能力を与え、活気づけることのできる力を通
じて、私たちが生活し、働き、学ぶ方法を根本的に変える可
能性を有します。AIは既に、言語や能力を超えて会話し、火
事や洪水の予測によって人々の安全を図り、エネルギーの
排出を減らすことや、癌及びその他の病気を検知して、治
療する能力の向上を可能にすることで、新たな可能性を開
いています。

生命の構成単位である2億のタンパク質の3D構造を発見
したGoogle DeepMindのAIシステムであるAlphaFoldを
例にとります。このたった一つの構想が、生物学のほぼ全
ての領域における研究を加速させ、肝臓癌を治療する新
薬の発見、高い効果のあるマラリアワクチンの開発、そして
使い捨てプラスチックの分解を含む、現実世界での重要な
問題における進展を速めます。人類の遺伝子の多様性をよ
り表す資源である、世界初のヒト・パンゲノム・リファレンス
の開発は、より包括的で公正な遺伝子の検査及び治療を
世界中で行うための扉を開き、さらに正確な診断と新たな
療法の開発を可能にしました。これまでに、78,000人の日
本人の研究者、生徒やイノベーターがAlphaFoldのデータ
ベースを利用しており、日本の団体に関連する研究者が関
与して1,000本を超える論文においてAlphaFoldが引用さ
れています。

同様に、私たちは、AIは、私たちの時代において決定的な
課題への取組において、私たちをさらに支援することがで
きると考えています。そのポテンシャルは、生活水準を上げ
るための主要な公衆衛生上の課題に取り組むことから、
生産性が向上に苦しむ経済を再び活気づけることに至る
まで、限りがありません。

私たちはともに、AIが暮らしやすさをもたらし、複雑な課題
の解決を助け、AIによって私たちの大きな目標の達成が可
能になることを確保しなければなりません。これまではAI
による潜在的な将来のリスクへの対応に堅実かつ適切な

重点が置かれてきました。私たちは、政府が企業及びその
他の市民社会のステークホルダーとともに、これらのリス
クに取り組み、これらのリスクを緩和するための重要な手
段を講じていることを認識してきました。

しかし、AIの変革のポテンシャルを、経済、健康、気候及び
人類の繁栄のために最大限に活用するためには、私たち
は、AIによる将来性の実現に向けて、政府、企業及び市民
社会が取り得る手段についてより広範な議論を行う必要
があります。私たちは、自分たちが避けたい悪影響や緩和
したいリスクだけでなく、達成したい可能性についても着
目しなければなりません。

責任あるAIの推進に向けたGoogleの3本柱のアジェン
ダ－機会の解放、責任の推進及びセキュリティの強化－に
基づき、本ペーパーは、日本の政策立案者、企業、そして市
民社会の皆様に対し、可能な限り広範囲の人々にAIの恩
恵をもたらすための3つの重要な提案を行うものです。これ
らを達成するために、私たちは

1.	 イノベーションインフラストラクチャへの 
投資、 
 

2.	 AI-readyな労働力の構築、そして 

3.	 包摂的な導入及びアクセシビリティの推進 
に協力して取り組むことが重要です。

https://blog.google/around-the-globe/google-europe/united-kingdom/ai-motor-disabilities/
https://blog.google/outreach-initiatives/sustainability/google-ai-climate-change-solutions/
https://blog.google/outreach-initiatives/sustainability/google-ai-climate-change-solutions/
https://blog.google/outreach-initiatives/sustainability/google-transportation-energy-emissions-reduction/
https://blog.google/outreach-initiatives/sustainability/google-transportation-energy-emissions-reduction/
https://health.google/caregivers/mammography/#:~:text=The%20AI%2Dsystem%20is%20trained,not%20be%20able%20to%20see.
https://deepmind.google/technologies/alphafold/
https://acceleration.utoronto.ca/news/new-study-uses-alphafold-and-ai-to-accelerate-design-of-novel-drug-for-liver-cancer
https://acceleration.utoronto.ca/news/new-study-uses-alphafold-and-ai-to-accelerate-design-of-novel-drug-for-liver-cancer
https://deepmind.google/discover/blog/stopping-malaria-in-its-tracks/
https://deepmind.google/discover/blog/creating-plastic-eating-enzymes-that-could-save-us-from-pollution/
https://blog.google/technology/health/first-pangenome-reference-nature-paper-ai/
https://blog.google/technology/ai/a-policy-agenda-for-responsible-ai-progress-opportunity-responsibility-security/
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日本におけるAIの機会
日本は、ロボット工学において築いた強みと高度な製造
業により、AI先進国となる非常に大きな可能性を有して
います。適切に利用すれば、AIには、経済の効率性を推進
し、高齢者の介護や気候変動への適応といった社会的課
題に対処して日本全国の生活水準や生産性を引き上げ
る力があります。

AIはすでに、産業から保健医療及び文化に至るまで、明確
かつ直接的な方法で、日本の人々に新たな可能性を創出
しています。

産業の生産性の向上
日本の自動車メーカーは、工学技術及び工業生産におい
て強く秀でており、長年にわたり国際市場でトップシェア
を占めてきています。自動車メーカーは現在、世界的な競
争激化に直面しています。電気自動車への移行は、世界
のサプライチェーンを再形成し、新たな競争者を市場に参
入させます。最近のデータでは、日本は2023年にはもは
や世界最大の自動車輸出国ではなかったことが指摘され
ています。

自動車メーカーがこの課題に対処するために自社のプ
ロセスを適応させるにあたり、AIは、特に電気自動車の生
産において、生産効率の向上を支援できます。トヨタ・リサ
ーチ・インスティテュートは、設計者が、創作過程の早い段
階で生成AIに初期の設計スケッチや工学技術上の制約
を統合できる、電気自動車の設計のための新たな生成AI
ツールを開発しました。これによって、電気自動車の設計
が著しく加速されます。Google Cloudとのパートナーシッ
プの拡大により、トヨタ及びレクサスの車両にはSpeech 
On-Device―クラウド上で利用できるAIベースの音声認
識・合成機能を組み込むGoogle CloudのAI製品―が搭
載されました。これは、日本の製造業における競争力維持
を支援するAIの潜在的価値の重要な例となります。

日本におけるAIの機会

https://www.trtworld.com/business/china-tops-japan-in-global-vehicle-exports-16810051
https://www.trtworld.com/business/china-tops-japan-in-global-vehicle-exports-16810051
https://media.toyota.co.uk/toyota-research-institute-develops-new-ai-technique-with-potential-to-help-speed-up-vehicle-design/
https://media.toyota.co.uk/toyota-research-institute-develops-new-ai-technique-with-potential-to-help-speed-up-vehicle-design/
https://pressroom.toyota.com/toyota-and-google-cloud-partner-to-bring-ai-powered-speech-services-to-toyota-and-lexus-vehicles/
https://pressroom.toyota.com/toyota-and-google-cloud-partner-to-bring-ai-powered-speech-services-to-toyota-and-lexus-vehicles/
https://cloud.google.com/blog/products/ai-machine-learning/speech-on-device-run-server-quality-speech-ai-locally?hl=en
https://cloud.google.com/blog/products/ai-machine-learning/speech-on-device-run-server-quality-speech-ai-locally?hl=en


7

日本におけるAIの機会

農業生産の増加
日本の労働者の高齢化は、農業等のセクターに特有の課
題を提示しています。日本の農業者の43%は75歳以上で、
全農業者の平均年齢はほぼ68歳です。これは、2030年ま
でにカロリーベースでの食糧自給率45%を達成するとい
う日本政府の目標の達成を困難にするでしょう。

労働力不足に直面し、より多くの日本の農業者が、農作業
を行うためにAI技術の利用を導入しています。埼玉県羽
生市のきゅうり農場長である吉田剛氏は、日本のロボッ
ト開発会社であるAGRIST株式会社が開発した、AIによっ
て動くロボットをきゅうりの収穫に活用しました。ロボット
は、搭載されたカメラが捉えた画像に基づいてきゅうりの
サイズを確認し、イボのあるものを認識して、2分ごとに約
1本から3本を収穫してケースに入れます。この成功が日本
の農業セクターで再現されていけば、農業生産及び生産
性に大きな影響を与える可能性があります。

創薬の促進
薬を概念化し、最終的に臨床現場において使用するまで
のプロセスは、長く複雑です。医療データの解析における
AIの使用は、創薬を大幅に速めることが示されています。
研究から明らかになったように、AIを、仮想的にスクリーニ
ングし、化合物を最適化させ、タンパク質の薬物相互作用
を予測することに使用できます。

日本では、製薬会社が、創薬における発見をスピードア
ップするためにAIを組み込んでいます。アステラス製薬の
創薬利用プラットフォーム｢Mahol-A-Ba｣は、AIを画像解
析及びロボット工学と組み合わせて利用しています。これ
は、新たな治療法を試験するための細胞培養等の課題に
役立っており、1ヶ月必要だった時間が1時間半にまで短縮
されました。同様に、エーザイの研究所は、過去の研究デ
ータの高速処理を行うためにAIを利用して化合物のモデ
ルを設計し、その性質に基づいて新薬の候補としての化
合物を瞬時に特定します。AIが可能にする創薬の促進は、
最終的には、癌やアルツハイマー病といった様々な病気
における健康状態を事実上改善する可能性があります。

https://www.ft.com/content/ad850ad2-6752-4ca7-99f6-4b947d0b741e
https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/attach/pdf/panfu1-27.pdf
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/articles/PMC10302550/#:~:text=AI%20can%20be%20used%20to,binding%20to%20a%20target%20protein.
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日本におけるAIの機会

認知症を持つ人のヘルスケアの改善
他の先進経済国と同様、日本において、高齢化は認知症
を持つ人の数の増加につながります。アルツハイマー協会
は、460万人を超える日本人が認知症であると見積もって
おり、その数は増加すると予想されています。これは、居住
者に尊厳ある、かつ、高品質なケアを提供することを希望
する介護施設に課題を呈します。

2019年に、日本の介護事業者であるザ・ハーモニーは、介
護施設の居住者とコミュニケーションがとれるロボットの
創設を決定しました。ザ・ハーモニーのロボットは、スクリ
プトに従うのではなく、AIを利用して会話をガイドし、相手
が興味を持つと思われる場合には、その話題に関して補
足の質問をします。これはすでに、居住者を落ち着かせる
と共に関わり続けさせ、一方でスタッフの時間の負担を
軽減するといった影響を与えました。ある一人のスタッフ
は、｢いつも一人の時間を過ごされていた方が、今はダイ
チャンロボットを持ってきてほしいと私に嬉しそうに尋ね
てきます。･･･彼らの新たな一面が見えました｣と話してい
ます。ザ・ハーモニーのロボットのようなAIツールは、認知
症を持つ人の生活の質を上げることができます。

災害レジリエンスの強化
日本が3つの構造プレート上に位置していることによる地
震の頻発は、自然災害に対する国土の強靱化が引き続き
重要であることを浮き彫りにしています。日本政府のAI戦
略は、AIを、国家の危機に対処するレジリエンスの向上を
目指す、国土の強靱化のためのものとして明確に認識し
ています。

SAP及び株式会社ザイナスの技術と支援を受けて、大分大
学は、AI技術を、島である九州地方において自然災害を検
知し、被害を軽減することを支援するEDiSONという災害対
応コラボレーションツールを構築しました。EDiSONは、最
大15時間先までの天気予報データ及びIoT地震計からの観
察データを記録します。この情報を、避難センターにおいて
蓄積されたデータと大分県の過去1,300年分の記録と組み
合わせてAIで分析すると、リアルタイムでの災害リスク評価
が可能となります。技術のさらなる反復と発展により、AIを
大規模なデータセットの分析に利用すれば、公的機関によ
る自然災害の予測と自然災害への対処を支援することが
でき、人命を救うことができます。

https://www.alz.org/jp/%E8%AA%8D%E7%9F%A5%E7%97%87-%E3%82%A2%E3%83%AB%E3%83%84%E3%83%8F%E3%82%A4%E3%83%9E%E3%83%BC-%E6%97%A5%E6%9C%AC.asp
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOJC065Y40W3A600C2000000/
https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/aistrategy2022_honbun.pdf
https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/aistrategy2022_honbun.pdf
https://d.dam.sap.com/m/2rY1p5c/proxy.inmsl.attachment.3563.14593.pitch-deck.pdf
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日本におけるAIの機会

創造性の開放
作家や芸術家は、生成AIが芸術的創作性において示す可
能性を探求し始めたところです。慎重に検討された人間
によるプロンプトと編集と並行して、AIはすでに、優れた芸
術作品の創作に寄与しており、日本のクリエイターがそれ
を主導しています。

日本の小説家である九段理江氏は、2024年1月に、生成AI
を利用して書いた小説｢東京都同情塔｣で芥川賞を受賞し
ました。この小説は、国内及び海外で称賛を浴びました。
選考委員の一人である吉田修一氏は、完成度が高く欠点
を探すのが難しい作品と評しました。人間の創造性とAIが
組み合わさることにより、芸術作品の制作の可能性がい
かに広がるかが明確になっています。 

2024年3月、YouTubeは、日本の大手音楽テクノロジー企
業であるクリプトン・フューチャー・メディア株式会社との
提携を発表し、同社のバーチャル・シンガー・ソフトウェア
及びクリエーターである「初音ミク」に日本初のパートナ
ーとしてYouTubeの音楽AIインキュベータに参加いただ
くことを発表しました。YouTubeは、アーティスト、ソングラ
イター、及びプロデューサーと協力して、音楽における新
しいAIテクノロジーがどのようにアーティストやファンにと
って最も価値があるのか​​、また、どのようにして創造性を
高めることができるのかについてテスト、学習、及びフィー
ドバックを得ており、また、彼らのアイデアをお伺いしてい
ます。こうした取組みは、AIは、人間の芸術性に取って代わ
るようなものではなく、人間の創造性を強化し、新たな機
会を創出する力を有するものであるというYouTubeの信
念を示しています。また、これは、AIに関して業界のパート
ナーと緊密に連携して、責任を持ってともに革新し、新た
な機会を探求するというYouTubeにおけるパートナーシッ
プ・ファーストのアプローチも反映するものです。

https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00134/021400383/
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日本におけるAIの機会

サイバーセキュリティの強化
日本は近年、重要インフラや防衛、輸送、エネルギー、航空
宇宙などの幅広い分野を標的としたサイバー攻撃に相次
いで見舞われています。また、日本は世界で最も重大なサ
イバーセキュリティ人材の不足に直面しています。サイバ
ー攻撃の脅威が高まっていることの認識を通じて、日本政
府は、2022年に国家安全保障戦略を承認し、サイバーセ
キュリティを巡る研究開発への投資拡大、重要インフラの
セキュリティ強化、国際協力の強化などを打ち出すなど、
サイバー防衛強化のための措置を講じてきました。 

クラウド・セキュリティ・アライアンスが実施した調査によ
ると、セキュリティ専門家の63%がAIにはセキュリティ対
策を強化する力があると考えています。日本では、最近の
調査によると、中小企業におけるIT専門家の50%が、AIツ
ールによってサイバーセキュリティのニーズが高まると考
えています。すでにAIによって、脅威の検知や、マルウェア
の分析、脆弱性の検知、脆弱性の修正、インシデント対応
において、セキュリティの専門家やディフェンスの担当者の
業務規模を拡大できるようになっています。AIを活用する
ことで、日本はその人材不足を解消し、直面しているサイ
バー脅威に対して、より高いセキュリティとレジリエンスを
構築することができます。 

日本の過去の保護
歴史的な文化や言語は、多くの場合、時の経過と共に忘れ
られていくことがあります。古い日本語の筆記文字である
くずし字は、誰にも知られることもなく、読まれることもな
くなれば廃れることとなります。

文学者であるタリン・クラヌワット氏は、くずし字を理解で
きる数少ない人の一人です。タリン氏は、くずし字で書か
れた数十億もの文書と合わせて、現代の日本語への書き
換えを行うために自力でTensorFlowの利用方法を覚え
ました。これにより、より多くの人々が、AI技術なくしては不
可能だった方法でくずし字にアクセスできるようになりま
した。これは、AIが8世紀にまで遡る日本の希有な歴史、
科学及び文化の解放に役立っている一つの手法です。

https://jp.reuters.com/article/idUSL3E7LC00D/
https://www.reuters.com/business/autos-transportation/japans-biggest-port-plans-resume-operations-thursday-after-cyberattack-2023-07-06/
https://www.securityweek.com/japan-suspects-missile-data-leak-mitsubishi-cyberattack/
https://therecord.media/japan-critical-infrastructure-cyberthreats
https://therecord.media/japan-critical-infrastructure-cyberthreats
https://therecord.media/japan-critical-infrastructure-cyberthreats
https://impact.economist.com/perspectives/sites/default/files/japan-english-final-300823.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/siryou/221216anzenhoshou/nss-j.pdf
https://cloudsecurityalliance.org/artifacts/the-state-of-ai-and-security-survey-report
https://assets.barracuda.com/assets/docs/dms/japan-research-report-ai-paper.pdf
https://about.google/intl/ALL_sg/stories/tensorflow-ai-japanese-culture/
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日本のAI政策に関するビジョン

日本のAI政策に関するビジョン

私たちは、日本政府、産業界及び市民社会の皆様がいかにしてAIの可能性を責任ある形で最大限活用できるかに関して
重要な提案をいたします。

	 イノベーションインフラストラクチャへの投資－AIの研究開発、デジタルインフラストラクチャ、計算容量、そしてオー
プンガバメントデータセットに投資することによってこの技術の重要性を捉え、責任あるイノベーションを可能にする
政策枠組みを確立すること。 

	 AI-readyな労働力の構築－学生から労働者、小規模企業から伝統産業に至るまで、確実にAIを活用し、AIの恩恵
を受けられるようにするために人に投資すること。 

	 AIへのアクセシビリティ及び導入の最大化－健全なAIエコシステムを支えるガバナンスの枠組みを採用しつつ、政
府全体及び社会の全てのセクターでAIを活用して主な社会的・経済的課題に対処し、AIの恩恵が広く共有されるこ
とを確保すること。

私たちは、日本がこれらの領域の多くですでに重要な一歩を踏み出しているものと認識しております。前進するには、政
府、産業界及び市民社会が協力し、深く関わることが必要です。AIの未来を単独で構築できる企業や組織は存在しまん。
成功には協力が必要不可欠です。

上記の例は、何が可能かについて明らかになっている点を
挙げたものに過ぎません。AIには、日本のためにさらに多
くのことを行い、日本中の人々の生活を大きく改善する可
能性があります。しかしながら、過去の技術革新の波から
我々が学んできたとおり、これらの恩恵は自動的にもたら
されるものではありません。技術は、人々がこれを信頼し、
利用することに恩恵を見出さなければ、そして、政府が実
装を可能にしなければ、社会全体で広く受容されることは
ありません。

日本は、世界一AIフレンドリーな国になるという意向を有
しており、イノベーションと受容を可能にし、経済安全保障
の強化する一方で、信頼を構築し、責任を推進するAI政策
の枠組みに向けた取組を行っています。日本の政策立案者
が、AIがもたらす変革のポテンシャルを十分に活用しよう
とするのであれば、何を回避するかだけでなく、何を成し遂
げるかに注意を向け続けることが重要です。

https://www.taira-m.jp/AI%E3%83%9B%E3%83%AF%E3%82%A4%E3%83%88%E3%83%9A%E3%83%BC%E3%83%91%E3%83%BC2024_%E6%A6%82%E8%A6%81%E7%89%88.pdf
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AIイノベーションインフラストラクチャへの投資

各国は従来、技術の変化を支援し、生活水準を向上させるために技術を活用
することに長けています。日本の消費者向け電子機器、自動車、光学式媒体、そ
して半導体産業における歴史的成長は、技術の導入を可能にする政策の重要
性を強調します。同様に、日本がAIの恩恵を活用するためには、AIの構築と開
発を可能にするために適切な政策・環境を整備することが重要です。

日本がAI政策に対するアプローチを検討する中で、世界各国の政府も同様に
AI技術の開発を支援するための取組を劇的に加速させています。政府トップの
意思決定者からの関心を維持し、機関をまたいで調整を行う能力は、長期的な
成功への鍵となります。昨年設置された総理大臣や各関連閣僚が出席するAI
戦略会議は非常に重要です。

研究開発及びAIインフラストラクチャへの投資
政府及び民間部門は、研究者、技術者や企業がAIを研究し、構築し、有効活用
するために必要なツールへのアクセスを有することを確保するために、研究開
発やAIインフラストラクチャ(デジタルインフラストラクチャ、計算容量及びデー
タを含みます。)への投資において重要な役割を担います。

全ての政府機関において機能する単一のAI投資戦略があるわけではありま
せんが、成功のための一つの基本的な原則は、基本的かつ応用的な研究及び
技術(グラフィック加工用ユニットやスーパーコンピュータ等)に国又は地方レ
ベルで投資すること－そしてこれらの基礎となるイニシアチブに基づくイノベ
ーションや製品開発を促すような政策を策定することです。そのようなモデル
は、AI及びその他の新興技術の開発に関して、公共セクター及びプライベート
セクター間での責任の分担という意識を作り上げることによって、イノベーショ
ンを主導することができます。

計算力の増強は、日本においてAIのイノベーションを推進する鍵となります。日
本は、国立研究開発法人産業技術総合研究所(AIST)におけるスーパーコンピ
ュータの計算力の増強や、世界一に匹敵するスーパーコンピュータを目指す語
岳の開発を含む重要な施策を講じています。これは、クラウドサービスプロバイ
ダであるさくらインターネットが北海道で構築している新たなスーパーコンピ
ュータに対する政府の支援と共に、日本の産業界における計算ニーズへの取
組の一環となります。

https://www.aist.go.jp/aist_j/information/about_aist.html
https://newswitch.jp/p/38369
https://newswitch.jp/p/38369
https://www.meti.go.jp/speeches/kaiken/2023/20230616001.html


日本のAIに対する目標を実現するためには、研究開発に
おいても卓越することが重要です。日本にはすでに、AIベ
ースの研究として傑出した重要な例があります。北海道大
学においては、川村秀憲教授の調和系工学研究室が、重
要な社会的影響力をもつものにAI技術を活用することを
目指しています。日本は、2023年度の補正予算でAI研究
開発費として290億円を割当てましたが、これは研究とイ
ノベーションをさらに推進することとなるでしょう

競争的な世界情勢においては、日本は、政府がAI研究を
推進するためにいかにして産業界や学術界と協力するか
に関して、他国の例を継続的に検討することによって恩
恵を受けることができます。例えば、米国の国家人工知能
研究リソース(NAIRR)は、米国におけるAI関連研究を支援
し、計算、データ、ソフトウェア、モデル、トレーニング及びユ
ーザーサポートに関するリソースをまとめる水先案内人
としての役割を担っています。イギリス政府は、AI開発者と
AIイノベーションを現実世界の問題に適用する機関との
間の共創に関わる科学的・工学技術的研究のためのAIハ
ブに関するものとして競争的交付金付与手続きを策定し
ました。

また、日本が、AIのためのグローバルな研究開発環境を作
るためにグローバルサウス各国との長年に渡る強力な関
係を活用することも重要です。各国によるAI研究の拡大を
グローバルに支援するために日本政府が検討できる新た
なアプローチとしては、AI研究のためのグローバルリソー
ス(GRAIR)を設立し、財務、技術及びデータに関するリソー
スを国境を超えてプールし、各国がリソース面での制約の
問題を克服することを支援することが考えられます。

この構想が奏功すれば、世界中のより多くの起業家や科
学者がAIにアクセスできるようになることで、それらの技
術を推進することを可能にし、AIがより象徴的なものであ
ることを確保し、他の分野における発明を促進することが
できます。

AIイノベーションインフラストラクチャへの投資
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Googleは、日本の計算容量の増強に関与しておりま
す。私たちは、経済産業省(METI)と提携して生成AIの
開発を行うスタートアップや研究機関向けに助成金を
支給してGoogleのスーパーコンピュータへのアクセス
を支援しています。

また、Googleは、日本へのデジタルコネクティビティの
拡張について10億米ドルを投資し、太平洋接続構想の
拡張と、新たな2つの海底ケーブル(Proa、及びTaihei)
を構築することを発表しました。これらのケーブル
は、Googleの日本デジタル未来構想による支援の下、
アメリカ大陸と日本との間に新たな光ファイバーケー
ブルを配設することで、米国と日本、及び複数の太平洋
諸国等におけるデジタルコネクティビティの信頼性と
可用性を高めるものとなっています。

http://harmo-lab.jp/
https://new.nsf.gov/focus-areas/artificial-intelligence/nairr#:~:text=The%20NAIRR%20is%20a%20concept,to%20participate%20in%20AI%20research.
https://new.nsf.gov/focus-areas/artificial-intelligence/nairr#:~:text=The%20NAIRR%20is%20a%20concept,to%20participate%20in%20AI%20research.
https://www.ukri.org/wp-content/uploads/2023/05/EPSRC-020523-AIHubsScientificEngineeringResearch-SuccessfulOutlines.pdf
https://www.ukri.org/wp-content/uploads/2023/05/EPSRC-020523-AIHubsScientificEngineeringResearch-SuccessfulOutlines.pdf
https://www.aist.go.jp/
https://cloud.google.com/blog/products/infrastructure/honomoana-and-tabua-subsea-cables-connect-south-pacific
https://blog.google/around-the-globe/google-asia/japan-digital-future/
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AI研究のためのグローバルリソース設立支援

GRAIRは、欧州原子核研究機構(CERN)や国際宇宙ステーション(ISS)等の成功例を踏まえて、AIの倫理的
な開発、平等なアクセス、そして各国におけるイノベーションを促すAI利用の追求を確実にするための取
組みを行う、多国籍の国が共同運営するAI研究インフラストラクチャ、及び研究コンソーシアムとなるでしょ
う。GRAIRのような集合計算リソースは、重複した取組みや環境への影響を減らすため、AIのカーボンフット
プリントに関する懸念への対応においても役立つと思われます。

提案されているGRAIRは、3つの重要な要素から構成されます。クラウドホスト型のグローバルデータセット
ライブラリは、多様で厳選された高品質のデータセットを特徴とし、顕著なギャップに対応する継続的なプ
ログラムを備えています。分散コンピューティングネットワークは、複数の国(特に、現在、専用のAIインフラス
トラクチャがない国)にデータセンターを拡大し、世界中の研究者に必須の計算リソースを提供します。リソ
ースが円滑に機能することを確保するため、オペレーションチームがインフラストラクチャ、支援プログラム
及びユーザーイニシアチブの管理を行います。

GRAIRは、その参加国の優先課題に応じて、以下を含む幅広い活動を行うことが可能です。

•	 研究者や組織が計算時間の申請を行えるよう、定期的に提案依頼(RFP)を行うこと 

•	 リソースの少ない言語や文化的知識に関連するデータ等、データの量にギャップが存在する場合に高
品質なデータセットを作成することに焦点を当てた提案を促すこと。 

•	 各地域に関連する特性並びに関連するベンチマーク及びテスティングスイートの開発のためのAIモデ
ルに関して、対面又はリモートでの安全性検査、評価及びレッドチーミングを支援すること。 

•	 研修や評価プログラムを通じて、アプリの開発者、技術関係の起業家及び研究者を含む国内のAI人材
の能力構築において異なる開発レベルにある国を支援すること

最後に、公共セクターと民間部門のデータセットをAIモデルの学習に活用していくことによって、社会に恩恵をもたらすAI
適用のイノベーションが加速されます。日本には、データのプライバシーとセキュリティのために強固な保護措置を確保
する一方で、その言語、及び関連する特有の事情を反映する大規模なデータエコシステムを構築する機会があります。一
つの例として、インド政府は、AI研究を促進するためにデータセットのコレクションを取りまとめて編集し、｢公的に収集さ
れた世界最大のデータセットの一つ｣を作ることを目指しています。日本では、強固で国家的なデータインフラストラクチ
ャを設立し、高品質な日本語の公的データの利用、及びそうしたデータに対するアクセスをより容易なものとすることに
より、各地域のニーズに合わせたイノベーションの促進を主導することができます。この点においては、相互運用性のある
技術基準、機械判読が可能なフォーマット、能力構築の支援、そしてオープンライセンスであることが重要です。

https://indiaai.gov.in/datasets
https://aithority.com/ai-machine-learning-projects/india-ai-initiative-govt-set-to-launch-the-largest-ai-based-datasets-program-by-april-says-it-minister/
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AIインフラストラクチャへの投資に加えて、政策立案者が、
研究者やイノベーターがアイデアやデータを新たな発見、
製品やサービスへと変換することを可能にするような戦略
を採用することも重要です。これには、エコシステム全体に
おいてダイナミズムを刺激する、イノベーションを支える政
策及び法的枠組みの推進が必要となります。

AIは、規制しないには重要過ぎ、また、適切に規制しないに
は重要過ぎる技術です（“AI is too important not to  
regulate – and too important not to regulate well. ”）。世
界中で様々な政策立案者が直面している課題は、いかにし
て有益なイノベーションを妨げずに、リスクと潜在的な悪影
響を軽減するような態様でAIを規制するかということです。
規制上のアプローチに適切でない調整が施され、断片化さ
れてしまった場合、世界中のイノベーターや政府が、信頼で
きる有益なAIを活用することで、経済を強化したり、癌の治
療法やその他の科学的大発見を行ったり、何十億人もの人
々により長く、より良い人生をもたらしたりすることが妨げ
られることになります。

私たちは、日本がこれまで、ソフトローに基づくアプローチ
を採用してきており、AIをめぐる機会を捉えつつ、現在は、
最近公表された自由民主党のプロジェクトチームによる｢
責任あるAI推進基本法｣に関する提案を含め、AIのリスク
管理に対する国内のアプローチを慎重に検討していると
ころであると認識しています。自由民主党のホワイトペー
パーにおいて言及されたように、イノベーションを妨げる
ことなくリスクを管理するバランスのとれたアプローチを
可能にするため、AIのリスクに対してはアジャイルに対応
すべきです。これは産業界において共有されているゴール
であり、全てのステークホルダー－政府、産業界、及び市
民社会－の間での緊密な協議を通じて、日本が世界一AI
フレンドリーな国となり、世界で最も優秀でグローバルな
AI人材と投資を呼び込むという意向に向けた、確固たる
筋道を描くことに役立つものです。Googleは、グローバル
でのDigital Futures Projectを通じて、責任あるAIに関し
て行われている議論に積極的に貢献しています。Google.
orgは、責任あるAIのプラクティスに関する産業をまたい
だ議論を促進するため、2,000万米ドルの資金提供の
一環として、一般社団法人日本ディープラーニング協会
(JDLA)に対して資金を提供しています。

以下は、AIガバナンスに関する次なるステップ、そしてAI研究者、及びイノベーターがアイデアを新たな発
見、製品、及びサービスに変換できる方法を検討するための5つの提言です。

1.	 第一に、AIの規制において、利用の実例に焦点を当てたリスクベースで比例的なアプローチを採用す
ることは、開発者、実装者、及び規制当局に対して、どのような場合にどのようなリスクが緩和され、ど
のような利用が完全に禁止されているかを明確にするために重要です。リスクベースのアプローチは、
特定のAI利用に関連する最も深刻な懸念に対応するための協力を推進するものです。日本政府が4月
に公表したAI事業者ガイドラインは、日本が、ユースケースごとに、リスクの影響及びその発生の可能性
に基づいて判断される、リスクベースのアプローチを採用していることを示しています。日本がAIの規制
におけるその立ち位置を検討するにあたって、個人や社会に対して最も大きなリスクをもたらす具体的
なAIのアプリケーションに焦点を当て続けることによって、有害ではなく有益なAIのユースケースの大
半におけるイノベーション－そして実装－の継続を制限することなく、重要な規制上の明確性が提供さ
れます。  
 
規制当局が、新たな規制の導入に進む前に、既存の規制枠組みが、その管轄における特定のAI利用に
いかに適用されるかを評価し、差分を補うことも重要です。例えば、多くの国では、差別を規制する法令
が既に存在し、AI利用の有無にかかわらず適用されています。これは、AIが汎用的な目的をもった技術
であり、異なる場面で異なる方法によって適用されるものであることを認識し、既存の規制の上に構築
される真のリスクベースのアプローチを確保することにつながります。また、このアプローチは、AIの開
発者及び実装者において、自らの事業にAIを組み込むことが可能になるという見通しも向上させます。

イノベーションを支える政策及び法的 
枠組み

https://note.com/akihisa_shiozaki/n/n4c126c27fd3d
https://blog.google/outreach-initiatives/google-org/launching-the-digital-futures-project-to-support-responsible-ai/
https://www.jdla.org/en/
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/ai_network/02ryutsu20_04000019.html
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2.	 第二に、イノベーション及び集積された創造性を支える、バランスのとれた著作権の枠組みの確保（開
発者や実装者が、公に入手できるデータに関するAIモデルを学習させることを可能とするメカニズムを
含みます）は、AIイノベーションの促進において、日本の競争上の強みを維持するために重要となりま
す。これは、日本で最先端のAIモデルを開発するためだけでなく、これらを日本において経済及び社会
全体に実装していくためにも重要です。私たちは、日本の文化庁がこの課題に関する議論を主導してい
ると認識しております。AIシステムが多様な情報源やデータセットから学習し、これらを利用するために
は、著作権の枠組みによってデータのインプットの幅広い利用及び継続的な学習が認められることが
重要です。一定のルールの下で高品質のデータを広範で有益なAIの適用に利用できることを確保する
という実用的なアプローチを採ることにより、日本にAIイノベーションの世界的リーダーとなるための
強力な強みがもたらされます。 

3.	 第三に、政策立案者が、設計の原則によってプライバシーとセキュリティを奨励することにより、各個人
の個人データが保護され、各個人に対して自己の個人データに関する適切な通知と管理が行われ、AI
システムのアウトプットが個人のプライバシーを保護されることが重要です。同時に、プライバシーに関
する枠組みがAIシステム全体においてプライバシーを保護する技術を支援しつつも、引き続き、公に入
手可能なデータを取り扱うことができることも重要です。これは、モデル開発におけるプライバシー強化
技術(PETs)の利用に関する自由民主党の提言でも提唱されています。 
 
AIのセキュリティに関しては、AIが推進する開発ツールが、設計によって安全となるコードや設定へと
技術者を誘導する方法を特定し、システムの正式なプロパティを確認して安全、プライバシー又はコ
ンプライアンス上の新たなリスクを生じさせないようにするための取組みに注力することを推奨しま
す。GoogleのCybersecurity Center of Excellence等の構想を通じたものを含め、この重要な問題に
関して複数のステークホルダー間で連携できる領域が数多く存在します。この中心的なハブは、日本の
主要機関と協力し、サイバーセキュリティポリシーに関する対話、トレーニング及び研究を促すための
Googleの専門性を高めるでしょう。関係当事者が協力することにより、AIセキュリティに関する脆弱性と
ソリューションに対処することができます。 

4.	 第四に、一般的な原則として、AIの横断的な性質を踏まえれば、AIの規制に対して分断化された、又は
相反・矛盾し得るアプローチをとることは避けることが重要です。各セクター固有の問題については事
例ごとの解決策が必要ですが、データ等の問題に関する規制についての議論は、事実、政府内における
多くの議論・利害が関連し得ます。そして、複数の規制が、全体論的な視点を伴わずに、同じ問題に適用
され得ます。例えば、プライバシー保護機関は、個人データの完全性の確保に関心を有しており、AI開発
への個人データの利用について厳格な見解を採ることがあります。しかし、1つの方法が全てに適してい
るわけではありません。健康面での利用は、天気予報に関連するモデルと比べればまったく異なる見識
が必要となります。企業やスタートアップも、モデルの学習及び革新的なAI製品やサービスを生み出す
ために公的にアクセス可能なデータへのアクセスを必要としていますが、同じデータが完全に排除する
ことは難しい個人情報を含んでいる場合もあります。これらのトレードオフについては慎重に考察し、包
括的な検討が行われるべきです。私たちは、内閣府及びAI戦略会議が、関連する政府機関及びステーク
ホルダーをとりまとめる｢コントロールタワー｣の役割を果たし、一貫性のある、かつ、バランスのとれた
アプローチを確保していることを支持します。

https://safety.google/cybersecurity-advancements/cybersecurity-center-japan/
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5.	 第五に、AIは、その性質上、国境を越えた技術であり、日本が、研究への投資、専門性、基準の開発、並び
に評価及びテストに関連する協力を通じて、AIの安全性に関する国際的な相互運用性とグローバルな
協調を引き続き主導することが重要です。日本は、G7高度なAIシステムを開発する組織向けの広島プ
ロセス国際指針及び国際行動規範の策定を主導し、広島プロセスの結果をOECD等の国際機関へと
拡大するための幅広い支援を行うために継続的な取組みを促しており、広島プロセスの国際行動規範
を、近時公開されたAI事業者ガイドラインと統合して、国内外におけるAIガバナンス体制をより統一的
なものとするためにさらなる取組みを行っており、この分野におけるリーダーです。 
 
同時に、AIの開発と活用に必要不可欠な、信頼性のある国境を越えたデータ流通を促す取組みを続け
ることが重要です。日本は、信頼性のある自由なデータ流通(DFFT)のコンセプトを通じたデータ流通の
促進の提唱において世界的なリーダーです。DFFTは、プライバシーやセキュリティ、知的財産権に関す
る信頼を確保しながら、自由なデータ流通の促進を目指しています。この問題に関して日本がリーダシ
ップを発揮することによって、世界中の投資家及びイノベーターに対して、日本経済がAIを含むデジタ
ル貿易及び投資に対してオープンであるという強いメッセージが発信されることになります。日本及び
その他あらゆる地域において経済安全保障がさらに強化されている中でも、AIの開発と利用を支える
貿易及び投資政策を採ることは可能です。 
 
AI時代において、私たちは、経済安全保障を確保し、尊重しつつも、自由で信頼性のあるデータ流通、規
制の相互運用可能性、取引上の制約を最小限にした規制、そして非差別性に関する従来の取引上の原
理原則を、AI及び新興技術の利用を統制する責任ある、かつ倫理的な基準といった新たな取引原則に
結び付けなくてはなりません。 
 
日本には今、主要な国外のパートナーとともにAIの開発・活用を促進するために積極的な戦略を採用
し、AIに関する国際的な協力を拡大するチャンスがあります。これらは、AIオポチュニティーサミット又は
ダイアログ、あるいはAIオポチュニティーアライアンスといった形で実施することができるでしょう。この
ような協力を通じて、日本とそのパートナーは、AIに関する最大の課題やオポチュニティーの一部(イン
フラストラクチャやリサーチ能力の構築、AIスキル及びトレーニングへのアクセスの保証、小規模企業や
伝統産業によるAI採用の奨励、及び国際連合における持続可能な開発目標を推進するためのAIの活
用等)に取組むことについて合意することができるかもしれません。こうした構想は、健康、科学的研究、
気候、サイバーセキュリティ、そして経済成長に関する主要な公的目標を達成するために、あらゆる開発
レベルにある国々が確実に協力できるようにするものです。こうした協力枠組みにおける最初のパート
ナー国の一つが米国であり、米国は近時、｢デジタル主権・保護主義｣の考え方に対処しつつ、同志国と
ともにAI構築を行うことに着目したデジタル連帯ストラテジーを公表したばかりです。 

最後に、Googleは、AIの安全性に関する国家的拠点としての日本のAIセーフティ・インスティテュート(AISI)
の設立を歓迎します。AISIは、日本がこの分野において世界的な競争力を持った研究や専門性を維持し、発
展させることを支援するものです。その成功のためには、AISIによる重要な取組みに十分に資金を提供する
ことが重要です。また、Googleは、AIの安全性及び検査に関する国際協調のために、AIセーフティ・インステ
ィテュートのハイレベルなネットワークを利用することに関する自由民主党の提言についても支援してまい
ります。国際的な協調が拡大しているこの分野において、知見を共有し、政府の専門知識をAIの安全性に関
する研究者の世界中のコミュニティに提供し、また、他のAISIによるテストや取組みの重複を回避するため
の調整に向けて、日本のAISIが他国のAISIと連携することが重要です。例えば、政府は、原子核の専門知識
において、産業界よりも比較的有利な立場にあることが多いです。分裂を防ぐためにはAISI間、そしてAISIと
産業界との間における調整及び取組みの分掌が重要であり、これによって相互共有のためのプラットフォー
ムが提供され、AIの安全性に関する技術的専門知識の展開が行われます。

https://www.soumu.go.jp/hiroshimaaiprocess/pdf/document04.pdf
https://www.soumu.go.jp/hiroshimaaiprocess/pdf/document05.pdf
https://www.digital.go.jp/policies/dfft
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AI-Readyな労働力の構築 

AIは、生産性を上げ、経済活動を活性化させることによって日本を前進させる
素晴らしい機会を提供し、全ての人に恩恵をもたらすことができます。日本は、
生産性や生活水準を劇的に向上させるために、ロボット工学におけるその戦
略的地位をAI技術と組み合わせて独自の地位を築いています。AIは、ロボット
工学に適用することにより、ロボットが人間の命令に依拠する回数を減らすこ
とができ、企業による自社のサプライチェーン管理の改善や労働力不足の解消
を可能にします。日本は、AIが可能にする産業革命において、世界を牽引でき
ます。

他方、AIは劇的な変化を起こす力となる可能性もあり、過去の技術の波と比較
すると、新たなソリューションを必要とする特有の課題があります。これらの二
つの可能性を踏まえれば、次の質問が生じます。すなわち、私たちは、AIを活用
して、日本の労働者に能力を与え、その生産性を上げる手助けをし、専門性の
レベルを上げ、そのスキルをより価値あるものにするために、どのような準備を
するのでしょうか？そして、私たちは、政府、産業界及び市民社会の間における
提携を通して、労働力に対する潜在的リスクをどのようにして軽減することが
できるのでしょうか？政府が、一流のAI人材を開発・誘致し、AI時代に向けてよ
り幅広い労働力を備えるためのアプローチを検討すれば、AI活用への移行を
成功させる機会は最大化されます。
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AIによりエンパワーされた労働力の構築には、3つのステークホルダーが、ビジョンの共有－そして責任の
共有－をすることが必要です。

•	 産業界は、AIへの備え(preparedness)に着目した新たなスキリング(技能研修)プログラムの整備にお
いて重要な役割を担っています。Googleは、日本リスキリングコンソーシアムを立ち上げ、企業、地方自
治体及び非営利セクター出身の40を超えるパートナーを団結させ、個人に対して研修や技術セクター
での職業機会の提供を行っています。 

•	 市民社会、財団及び学術界は、労働者の新たな技術への適応を支援するにあたり、どんな仕事である
かに関する見識を知らせることを目的とした新たな研究を進めなければなりません。日本では、株式会
社三井物産戦略研究所のフォーサイトセンターが、AIを活用できる日本人専門家の基盤を拡大するこ
とを目的とした研究を行っています。 

•	 そして、政策立案者は、AIの影響を受ける労働者を捉えて再教育を行い、彼らがすぐに、新たな、そしてよ
り良い職に戻れるように、より効果的な｢トランポリン｣を構築しつつ、AI学習プログラムの規模拡大を支
援して、当該プログラムが全てのコミュニティに届くようにすることができます。有力なモデルとして、シ
ンガポールの全国AIスキリングイニシアチブがあります。

https://japan-reskilling-consortium.jp/
https://www.mitsui.com/mgssi/ja/report/detail/__icsFiles/afieldfile/2023/05/24/2305p_fujii.pdf
https://www.mitsui.com/mgssi/ja/report/detail/__icsFiles/afieldfile/2023/05/24/2305p_fujii.pdf
https://www.imda.gov.sg/resources/press-releases-factsheets-and-speeches/press-releases/2023/imda-leads-ai-skilling-to-build-ai-talent-pool


AI時代のためのスキリングプログラムの
現代化

適切な政策をデザインするために、過去の技術の波とAI
との類似点と相違点の両方を理解することが重要になり
ます。初期的な調査では、生成AIが一定のスキルの水準を
上げ、労働生産性を上げ、新たな職業を創出し、より給料
の高い職業へのアクセスを大衆化する手助けをすること
が示されています。しかしながら、生成AIは、非定型的な
認知タスクを自動化することができるため、初期の技術と
比べてもより広範なタスクや職業に影響が及ぶ可能性が
あります。

私たちはまだ、AIによって可能になった仕事にどのような
新しいスキルが必要となるかを把握する過程にいます。基
本的なAIリテラシーを有する労働者の重要性、及びクリテ
ィカルシンキングや共感といった人間の特性の価値がい
かに上がりそうであるかを含め、既にわかっていることも
あります。もっとも、この他にも、例えばリスキリングを支
援するためにAIをどのように利用するのが最善であるか、
また、定型的なタスクがますます自動化されていく中で｢
スキル衰退｣のリスクを最小化する方法など、AIが仕事に
及ぼす影響に関する結論の出ていない問題で、さらなる
研究を必要とするものもあります。これらの問題に対処
し、移行を管理するために、企業、市民社会及び政策立案
者は、常にスキリングプログラムを進化させていく必要が
あります。

学校教育や労働研修プログラムは、労働者や生徒による
目標達成のためのAI活用の支援において、ますます重要
になります。そしてこれは、派生的な教育システムにも及
ばなければなりません－AIには、全ての生徒及び労働者
に基本的なAIスキルを身につけさせる教育への長期的ア
プローチをとることが必要です。

日本政府は、AI時代に向けた自国の労働人口の教育に関
して明確な意向を示しています。文部科学省(文科省)は、
教育及び生成AIに関するガイドラインと、数理・データサ
イエンス・AI教育プログラム認定制度を整備しました。経
産省は、｢デジタルスキル標準｣(DSS)の検討を行い、民間
企業や大学に教育コンテンツの提供を行う｢マナビDX｣の
ウェブサイトに、生成AIの利用方法に関するコースを追加
しました。

さらに先を見据えれば、日本政府には、産業界及び学術
界と協力して、企業が自社の従業員のアップスキリングを
効果的に行う方法に関するさらなる指導を行う機会があ
ります。イギリスでは、政府が学術機関及びAlan Turing 
Institute等の政策機関によるコンソーシアムと協力し、雇
用者や販売業者が自社従業員のAIに関する理解力を高
めてAIを安全に利用できるようにするための支援及び教
育を行うことを目的とした指針の整備を行いました。指針
は、異なる種類の労働者が職場環境においてAIを確信を
もって活用するために必要なスキルを体系的に描いてい
ます。

移行に際しての労働者の支援
AIは既に、スキルや、コーディング、語学やライティングスキ
ル等の専門技術へのアクセスの大衆化において役立って
おり、より多くの個人が、かつては特定の所得階層に位置
していた労働者のみが利用できた生産性戦略を用いるこ
とを可能にすることを約束しています。

しかしながら、私たちは歴史上、全ての労働者が新たな技
術による経済的恩恵を受けられるわけではないことも知
っています。IPSOSの研究では、AIとは何かをよく理解して
いると回答した日本人の成人は、世界平均が67%に対し
て43%であったことがわかりました。この差を埋めるため
に、日本は、技術による影響を受ける労働者を支援するた
めの戦略の構築において既存のイニシアチブを利用する
ことができます。

Googleは日本リスキリングコンソーシアムを立ち上げて
おり、企業、地方自治体及び非営利セクター出身の40を
超えるパートナーが集結し、個人に対して研修や技術セク
ターでの職業機会の提供を行っています。AI分野において
も、AIが推進する未来に向けて必要なスキルの全範囲を
反映する、包括的でセクター横断的なスキリング・認定プ
ログラムが重要となるかもしれません。JDLAは、ビジネス
に深層学習の知識を適用するためにジェネラリスト向け
の認定制度を運営しています。より多くの日本人労働者が
恩恵を受けることを確保するために、この制度及び類似
の制度の利用を増やす機会があるかもしれません。

AI-Readyな労働力の構築
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https://www.mext.go.jp/a_menu/other/mext_02412.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/suuri_datascience_ai/00001.htm
https://www.meti.go.jp/press/2023/08/20230807001/20230807001-b-1.pdf
https://dxq.manabi-dx.ipa.go.jp/
https://www.turing.ac.uk/sites/default/files/2023-11/final_bridgeai_framework.pdf
https://www.npr.org/sections/money/2023/05/09/1174933574/what-if-ai-could-rebuild-the-middle-class
https://www.ipsos.com/sites/default/files/ct/news/documents/2023-08/Ipsos%20Global%20AI%202023%20Report-WEB-JA_0.pdf
https://www.jdla.org/topic/seg/pickup/sp-reskilling/
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日本のAI人材の強力なプールの整備
AI人材の育成及び呼び込みについては、世界的に競争が
激化しており、他国はAI研究において競争上優位に立と
うとしています。例えば、ドイツは昨年、AI研究に対する公
的資金の投入を2年間で倍の5億ユーロ近くまで引き上
げることを約束しました。シンガポールは、国内のコラボ
レーターと協力してシンガポールで研究のとりまとめを
行う世界クラスのAI研究者を呼び込むためにAI Visiting 
Professorshipを設置しました。

今般の日本におけるAIセーフティ・インスティテュートの
設立は、日本が世界のAI研究においていかに強力な地位
を維持できるかを示す一つの例となります。さらに、他の
取組みを行う余地もあります。例えば、短期的なタイムラ
イン(例えば18か月)で新たな研究者を教育して全国的な
AI研究能力を強化し、AI人材の各地への提供を増やすこ
とです。これは、産業界と提携することによって達成できま
す。Google PhD Fellowship Programは、日本におけるも
のも含め、コンピュータサイエンスとその関連分野におい
て博士後期課程の大学院生を支援することを約束してい
ます。 

また、大学生によるSTEM(科学・技術・工学・数学)の理解
力を高めることも検討できるでしょう。IMDの世界デジタ
ル競争力ランキング2023年版で、日本は理系の大学卒業
生について、64か国中39位という順位となりました。日本
のAI戦略は、全ての日本の学生の科学及び数学に対する
関心を高めることを目標としています。理解力を促す一つ
の方法は、生徒が、学校内での話を通じたものも含めて、
産業界及び学術界における多様かつ成功を収めたSTEM
のロールモデルへのアクセスを有することを確保するこ
とです。

このような取組みに基づいて、Google.orgは、アジア太
平洋地域で1,500万ドルのAIオポチュニティー基金を立ち
上げ、十分な支援の提供を受けていない労働者や求職者
が、日本を含む地域全体でAIに関する能力と対応力を構
築することを支援しています。この基金は、アジアベンチャ
ー慈善ネットワークが主導し、アジア開発銀行による支援
を受けています。

https://www.bmbf.de/SharedDocs/Downloads/de/2023/230823-executive-summary-ki-aktionsplan.pdf?__blob=publicationFile&v=1
https://www.meti.go.jp/press/2023/02/20240214002/20240214002.html
https://www.imd.org/wp-content/uploads/2023/12/Digital_2023.pdf
https://www.imd.org/wp-content/uploads/2023/12/Digital_2023.pdf
https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/aistrategy2022_honbun.pdf
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政府によるAIの導入
日本政府は、二つの方法でAI導入による恩恵を受けようとしています。まず、国
民へのサービスの提供を改善するためにAIを活用できます。これには、国民を
潜在する技術に親しませ、AIを有用な方法で利用できるという信頼を構築する
という追加的な恩恵があります。次に、AIを導入することにより、日本政府は国
内の技術セクターのために将来を見据えたアプローチをモデル化し、他のセク
ターによるAIの重要性の理解を支援することができます。

日本政府は、とりわけ社会の急速な高齢化及び地方自治体の行政コストの増
加の観点から、公共セクターの生産性及び公的サービスの質を上げるための
AIの機会を認識しています。

国民のためにAIの最も有益な利用方法を見つけるため、日本政府は公的サー
ビスのために国家的なAI機会アセスメントを実施することができます。このア
セスメントの第一歩は、異なる学習ニーズを持つ個人に対する教育成果を改
善するために、AIが推進する分析ツールを用いるといったように、見込みを示
す既存のソリューションを検討することであるべきです。これらのプログラムに
投資し、その規模を拡大することは、短期間のうちにサービス提供に肯定的な
影響をもたらす一つの手段となり得ます。

1.	 国民の生活をより容易に、かつより良くするために、政府によるAIの導入 
を増やし、主要な公的優先課題に対処すること、 

2.	 小規模企業や伝統産業がAIの適用に適応できることの確保、そして 

3.	 AIの適用を、業界を超えたAIの導入を促すような方法で規制することす。

AIイノベーションインフラストラクチャの構築及び労働者や学生に必要なスキ
ルを身につけさせることに加えて、日本は、AIの導入を全国的に最大化するた
めの措置を講じることによって恩恵を受けるでしょう。私たちは、AIを現実世界
における問題の解決に役立てるために－政府、工場、病院、そしてキッチンの
テーブルで、活用する必要があります。このために、私たちは主要な提言を三つ
設定しました。すなわち、

https://slejournal.springeropen.com/articles/10.1186/s40561-023-00286-2
https://slejournal.springeropen.com/articles/10.1186/s40561-023-00286-2


日本の政府機関は、主要なセクター及び産業界における
AI活用に対する障壁も特定することができます。日本で
は、特に地方自治体において、人材や知識といった要素が
AI導入における重大な障害となっています。この問題への
対処を支援するため、総務省は地方自治体によるAI活用
に関するガイドブックを作成しました。神奈川県横須賀市
のように、サービスの提供にAIを取り入れている地方自治
体の例もあります。公的サービスの提供におけるAIの利
用可能性に関する意識を高める取り組みは、AIの導入増
加に役立つかもしれません。

行政機関によるAI利用は、透明性、公正性、説明責任、及
びセキュリティに関して高い水準を遵守することが重要で
す。公務員に対して、安全かつ責任あるAIの利用について
の手引きを提供することにより、責任をもってリスクを管
理しつつもAIを公的サービスの改善に利用できるという
確信が構築されます。イギリス政府は、公務員がAIシステ
ムの設計にAI倫理及び安全性に関する原則を適用するた
めに必要とするツール、研修及び支援を提供することを
目的として、実務におけるAI倫理及びガバナンスプログラ
ムの実施のため、Alan Turing Instituteに資金提供を行い
ました。日本の内閣サイバーセキュリティセンター(NISC)
は、新しい｢セキュアAIシステム開発ガイドライン｣の策定
に参加しました。イギリスのサイバーセキュリティセンター
が行ったように、日本の異なる公的機関が利用できる日
本語版を作成することは、セキュアなAI開発に関するプラ
クティスと確信の改善に役立ちます。

最後に、効果的なAI活用のためにはさらなるAI専門家が
必要です。日本政府は、政府内のIT要員のためにインハウ
スのAIスキリングプログラムを構築し、その規模拡大を
することができます。Googleは、数年前に全ての技術者に
対して社内のマシン学習カリキュラムに登録するよう求め
て同様の措置を講じました。さらに、日本政府と職員の方
々をグローバルにサポートするために、Google.orgは、ガ
バメントAIキャンパスであるApoliticalの構築に資金を提
供しました。このプログラムには、政府職員の方々がAIに
関するスキルを向上できるようにすることに重点を置いた
コース、イベント、及びコンテンツが含まれていおり、2024
年中には日本語にも翻訳される予定です。また、日本政府
は、米国のプレジデンシャルイノベーションフェロープログ
ラムやイギリス政府のデジタルサービスをモデルとしたAI
フェロー等、日本及び世界有数のテクノロジー会社にお
ける民間セクター人材の豊富な蓄積を利用するために建
設的な方法を検討することもできます。

伝統産業及び小規模企業によるAI利用
の支援
経済界全体でAIの導入を加速させることは、日本で技術
の恩恵を享受できるようにするための鍵となります。喜ぶ
べきことに、調査により、AIを利用したいという日本企業
の意向が明らかにはなっていますが、その多くは現在、か
かる意向を抑制しています。帝国データバンクが2023年
半ばに行った調査では、日本企業の61%がAI利用に対し
て前向きな姿勢を示しているものの、実際に利用している
のは9%にとどまることが明らかとなりました。経産省の
デジタル時代の人材政策に関する検討会は、経営陣にお
ける問題意識やデジタルリテラシーの不浸透、リスクに対
する懸念といった要因を指摘して、日本の多くの会社が生
成AIの導入をまだあまり進めていないことを明らかにし
ました。

小規模企業及び伝統産業は、多くの場合、革新的技術の
導入において競合他社から遅れをとっています。日本で
は、AIの導入は高度に先進的なテクノロジー企業のうちご
く少数に集中しがちです。伝統産業における大企業や小
規模企業のいずれにおいてもAIの導入を急速に加速させ
る余地があります。より規模の大きな企業の中では、近年
のIBMによる研究から、従業員が1,000人以上の日本企
業のうちAIを積極的に活用しているのは、インドの59%、
シンガポールの53%、そして中国の50% と比較して34%
であることが明らかとなりました。日本の中小規模企業も
同様に、AIの可能性を開放し、効率性を上げるためのさら
なる支援や指導を必要としている可能性があります。

AIへのアクセシビリティ及び導入の最大化
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https://www.soumu.go.jp/main_content/000820109.pdf
https://english.kyodonews.net/news/2023/04/0b30bc9d9174-yokosuka-becomes-1st-local-govt-in-japan-to-begin-chatgpt-trial-use.html
https://www.nisc.go.jp/
https://www.nisc.go.jp/
https://www.nisc.go.jp/
https://www.ncsc.gov.uk/collection/guidelines-secure-ai-system-development
https://www.jiji.com/jc/article?k=2023062000725&amp;g=eco
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_jinzai/pdf/20230807_1.pdf
https://www.multivu.com/players/English/9240059-ibm-2023-global-ai-adoption-index-report/


規制及び基準の有効化

AI規制は、適切で、リスクに基づき、具体的な適用に着目
し、AIが一般的な目的を持った技術であることを認識し
たものでなければなりません。規制要件は、中小規模企
業に対して、必要な法的確実性及び全てのセクターと地
域が確実にAIの恩恵を受けられるとの確信を提供するた
め、特定のリスクや利用事例に合わせて調整するべきです。

日本は、共通の技術基準の利用の促進においても重要な
役割を担うことができます。ある企業が規制を遵守してい
ることを証明するよう求められた場合に、当該企業は、求
められた要件を遵守していることではなく、ベストプラクテ
ィスと科学に基づき共通の技術基準を遵守していること
を示すことにより、これを証明することができます。日本政
府は、G7広島AIプロセス及び国際標準化機構(ISO)にお
ける取組み(AIシステムの責任ある開発及び利用に関する
国際基準であるSO/IEC 42001の最近の採択を含みます)
の両方を通じて、国際的に調和されたAI技術基準に関す
る協議において多大な役割を果たしています。 
 
AIの未来に向けて
日本は、AIがもたらすオポチュニティーの恩恵を享受する
ことができる適切な立場にあります。AIの政策枠組みを、
バランスのとれ、かつ、AIの開発と実装を可能にするよう
なものとして整備し、国際協力と相互運用性を推進するこ
とは、日本のAIの未来を確保するため、そして安全性、セ
キュリティ、イノベーション及び機会が一体となることを示
すために欠かせません。私たちは、日本政府、産業界及び
市民社会と協力し、全ての人が恩恵を享受できるAI主導
の未来を構築していくことを心待ちにしております。

AIへのアクセシビリティ及び導入の最大化
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こうした課題に対応する取組として以下のようなもの
が考えられます。

•	 農業、製造業、ヘルスケア及びエネルギーセクタ
ー等、優先すべき国のセクターとして、AIツール導
入の必要性が最も高い及び/又は理解力の最も
低いものを特定し、効果的なAI活用をモデル化す
るために、｢概念実証｣イニシアチブに関してこれ
らのセクターと協力すること。例えば、シンガポー
ルの国家AI戦略2.0は、主要な経済セクターやス
マート国家としての優先事項(ヘルスケアや教育
等)におけるAIのイノベーションの奨励を目標とし
ています。 

•	 技術支援の新たなモデルや雇用(企業が新たな
機会に投資するためにAIを理解し活用する手助
けができるデジタルコーチを含みます。)を通じて
小規模企業に｢デジタルジャンプスタート｣を提供
すること。オーストラリア政府のAI導入センターに
よる、中小規模企業のAIを通じた事業成長を支援
するための資金提供が一つのモデルとなるでしょ
う。AIが推進する変革のために設計された低金利
ローンや交付金制度の導入を含む、資金へのアク
セス改善も非常に役立ちます。 

•	 AIの恩恵を受けられていないコミュニティにおい
て、AI教育を行う人材を小規模企業及び伝統産
業に向けること。調査により、これは、日本企業が
AI活用に関連するリスクをより効果的に管理する
自社の能力により自信を持てるようにすることを
支援するための鍵であることが指摘されていま
す。JDLAは、企業による生成AIの導入を促すため
のガイドライン案を作成しました。 

•	 資本へのアクセスの改善。これには、AIによる変
革のために設計された低金利ローンや交付金制
度の導入を含みます。シンガポールの Infocomm 
Media Development Authority (IMDA)は最
近、IMDAが開発した生成AIの企業向けソリューシ
ョンのトライアルに最大300社の中小規模企業に
対して資金援助を行う計画を公表しました。 

https://www.soumu.go.jp/hiroshimaaiprocess/
https://www.iso.org/standard/81230.html
https://file.go.gov.sg/nais2023.pdf
https://file.go.gov.sg/nais2023.pdf
https://www.industry.gov.au/news/17-million-boost-ai-adoption-smes
https://www.jdla.org/document/
https://www.imda.gov.sg/resources/press-releases-factsheets-and-speeches/press-releases/2024/sg-first-genai-sandbox-for-smes#:~:text=All%20local%20SMEs%20can%20apply,the%20benefits%20to%20their%20businesses.
https://www.imda.gov.sg/resources/press-releases-factsheets-and-speeches/press-releases/2024/sg-first-genai-sandbox-for-smes#:~:text=All%20local%20SMEs%20can%20apply,the%20benefits%20to%20their%20businesses.

